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監視専門調査会（第５回）議事録 

 

１ 日時 平成 23 年９月 26 日（月） 16:00～18:15 

２ 場所 永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

３ 出席者 

会長 鹿嶋 敬   実践女子大学教授 

委員 岡本 直美  日本労働組合総連合会会長代行 

同  二宮 正人  北九州市立大学教授 

同  畠中誠二郎  中央大学教授 

同  原田 泰   株式会社大和総研顧問 

同  松下 光惠  静岡市女性会館館長 

同  山谷 清志  同志社大学教授 

４ 議題 

(1)  「雇用・セーフティネットの再構築」に関する関係府省ヒアリング 

（内閣府、厚生労働省） 

（配布資料） 

  資料１ APEC 女性と経済サミット（WES）について 

資料２ 内閣府配布資料 

資料３ 厚生労働省配布資料 

資料４ 第３次男女共同参画基本計画における成果目標／参考指標の動向 

５ 議事録 

○鹿嶋会長 ただ今から第５回「男女共同参画会議 監視専門調査会」を始めます。 

 まず、議題に入る前に、事務局に人事異動がございまして、８月１日付で総務課長が小

野田さんから木下さんに代わっております。一言、ごあいさつをお願いします。 

○木下総務課長 ８月から総務課長になりました木下でございます。若輩ですが、どうぞ

よろしくお願いします。 

○鹿嶋会長 今日は、議題に入る前に、２点、報告事項がございます。 

 まず、１点目ですが、７月 29 日に男女共同参画会議が開催されました。５月の本調査

会の議論の結果を踏まえ、会長である私から参画会議の場におきまして、本調査会の意見

として、民法改正が必要である旨の意見を述べてまいりました。 

 具体的に申し上げますと、まず江田法務大臣から、民法改正については政府部内にも様々

な意見があり、法案提出が見送られてきたこと、法制審議会の答申から既に 15 年経過し

ても、なお民法改正が実現できていないことについては法務省としても大変残念であるこ

と、今後とも、関係各方面に民法改正の内容等を十分に説明しながら、改正に向けて努力

していきたいという趣旨の発言がございました。 

 それを受けまして私の方から、本調査会での議論の中身を説明すると同時に、本調査会
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としては、民法改正が必要である旨の話をし、この議論はもう煮詰まった、今こそ政治的

な決断が必要であり、是非、リーダーシップを発揮して民法改正の問題に取り組んでほし

いと閣僚の皆さんに申し上げました。男女共同参画会議での議論はホームページにも掲載

されております。何か御意見、御質問はございますか。 

 次に女子差別撤廃委員会の最終見解の中間フォローアップと、2011 年の APEC 女性と

経済サミットについて、事務局から報告をお願いいたします。 

○金子推進官 女子差別撤廃委員会のフォローアップ報告について御報告をいたします。 

 本年５月の監視専門調査会において御審議いただいた内容ですけれども、その御議論も

踏まえ、８月５日に国連に中間フォローアップの報告書を提出いたしました。女子差別撤

廃委員会の報告書については既に委員の先生方には報告書をお送りしておりますので、本

日の会議での配布は省略させていただいております。また、国連に提出しました後、ホー

ムページにも速やかに公表しておりまして、一般の方々にも御覧いただける状態になって

おります。 

 今後につきましては、何か動きがありましたら、適宜御報告させていただければと思っ

ております。 

 ２点目の APEC の会合でございますけれども、お手元の資料１に基づきまして説明をさ

せていただきます。先々週の９月 13 日～16 日に、ジェンダーの関係で APEC の場におい

て大きな会議がございました。その概要を、国際的な情勢の情報提供を兼ねまして説明い

たします。 

 今回の「女性と経済サミット」の特徴的なこととしてまず申し上げたいのが、１の（３）

参加者でございます。従来の APEC の会議においても女性の会合というのはございました

し、大臣級の会合もときどき開かれたことがあったわけですけれども、今回の会議の特徴

として、ジェンダー主流化の観点で、女性と経済に関する、例えば貿易、中小企業といっ

た担当大臣も含めまして、幅広い閣僚が今回の会議に招かれたというのが初めての試みか

と思います。 

 幅広い参加者を得た上でどういった会議を行ったかということが、（４）でございます。

通常のパネルディスカッション等のセッションもございましたけれども、具体的に宣言案

を取りまとめるための、「女性と経済パートナーシップ」、「ハイレベル政策対話」といった

会合が開かれまして、その中で、女性の経済活動への参画を強化するための取組を議論い

たしました。 

 ４日間の会合についてすべてお話しすると長くなるので、かいつまんで要点だけ御説明

をと思います。まず、初日の「女性と経済パートナーシップ」の概要について御説明しま

す。この会合は、最終日の 16 日に、採択された宣言文の内容について議論したことに加

えまして、実際に宣言文に基づいてどういった取組を行っていくべきかということを、各

国が、それぞれの国の事情であるとか、民間からの参加者の方もいらっしゃったわけです

が、企業における取組等に即して、こういった取組をうちではやっているというようなこ
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とを発表いただいた場でございました。その結果、16 日の宣言文も取りまとまりましたが、

それに加えて、２の（２）のところに、それの実効性を確保していく上で国別の行動計画

を策定していこうということが決まったということでございます。 

 ３の「イノベーター表彰」でございます。特に今回のサミットの中で、中小企業の起業

であるとか、あるいは、女性の特に自然科学の分野への進出、そういったところに重点を

置いた議論が行われておりまして、その中で革新的な技術開発をした技術者の方、あるい

は起業家の方を表彰しようという試みがございました。各国から２名以内で推薦するとい

うことでございましたけれども、我が国からは、福島様、横田様を推薦し、表彰が行われ

たわけでございます。 

 ４の「クリントン国務長官基調講演」の部分でございます。これは、宣言文に至る背景

といいますか、問題意識を述べられたようなところでございまして、全文は後ろに英語で

添付してございますので、後ほど御確認いただければと思います。 

 ポイントだけ申し上げますと、１つ目の要点としては、例えば APEC の域内で、６割の

女性が labor force（労働力）となっているという数字も引用されておりましたけれども、

女性の参画は進んでいる。しかし、それは直ちに女性が成功していることを意味しないの

ではないか。例えばということで引用された数字が書いてございますけれども、

『FORTUNE』誌の世界 500 社のうち女性の CEO はたった 11 社しかない。そういったこ

とからもわかるように、効率性が高い、言いかえますと賃金の高い、そういった仕事に就

くための何らかの障壁は、やはり残っているということなのではないだろうかということ

でございます。 

 資料１の２頁目は、そういったものを取り除いて女性の潜在能力が発揮される状況をつ

くり出すことは、ひいては経済発展にもつながっていくということでございます。その中

で、ゴールドマンサックスの調査のデータを引用したものでございましたけれども、例え

ばジェンダーギャップを解消することによって日本の GDP は 16％上昇するという試算に

ついても、紹介されてました。そういったことを紹介し、後ほど御説明する宣言文を取り

まとめ、それを輝ける未来に向けた一歩としたいという強い決意表明をもって国務長官の

基調講演は締めくくられておりました。 

 ５の「ハイレベル政策対話」でございます。日本からの発言としては、中塚副大臣の御

発言でございますけれども、「2020 年 30％」についても言及されつつ、政府内のジェンダ

ー主流化・多様化に尽力していくこと、また、金融担当ということでもございますので、

国際的な金融包摂の取組にも参加していきたいということを述べられました。 

 その下で、各国の代表からの発言もそれぞれございました。最終的に採択された「宣言」

は後ほど御覧いただければと思いますけれども、特に（３）の２つ目の○のところ、女性

の資本へのアクセス、市場へのアクセス、キャパシティビルディング、リーダーシップの

向上という４項目に絞りまして、具体的な取組を「宣言」文の中に盛り込み、それが採択

されたという流れでございます。 
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 以上でございます。 

○鹿嶋会長 まず、国連の女子差別撤廃委員会への報告書ですが、これはいつごろの審査

ですか。 

○金子推進官 正式には、我々は報告を受けておりませんけれども、国連のホームページ

を見ますと、10 月の審査の資料の中に我々が提出した報告書が入っているようでございま

す。ですから、早ければ来月の会議で審査ということがあり得るのかなと思っているとこ

ろです。 

○鹿嶋会長 前回は来年２月かもしれないと言っていましたが、早くなるのですね。 

○金子推進官 早目になるような状況がございます。 

○鹿嶋会長 フォローアップがかかっている部分が２点、民法改正の部分とポジティブア

クションの部分ですけれども、報告によると、ABCDE の５段階評価で、今までの審査で

はほとんどが C ランクだったようですが、日本はどういうことになるかは結果待ちという

ことですね。 

○金子推進官 はい。 

○鹿嶋会長 これについて、質問のある方はおられますか。 

 それから、APEC の方ですけれども、これについては武川さんが参加していますが、何

か補足することはございますか。 

○武川審議官 先ほど配りました資料１の 20 ページに「宣言」の要約がございます。資

本へのアクセス、市場へのアクセス、キャパシティビルディング、リーダーシップとござ

いまして、これは、どちらかといいますと女性が自分で業を興して起業をするとか、中小

企業の経営者であるとか、そういう女性を支援することにかなり重点が置かれている内容

になっております。これは政府がやるべきことということで要請されているものでござい

ますので、アクションプランを各国がこれに基づいてつくっていくということになります。 

○鹿嶋会長 これについての御意見はありますか。ジェンダーギャップの解消で GDP が

16％上昇するといった試算もあるそうですが。 

○原田委員 クリントン国務長官は、その情報をどこで入手したのですか。 

○金子推進官 演説の中でその数字を引用されたわけですけれども、国務省のホームペー

ジに、添付した演説の全文に加えてバックデータ的なものも載っておりました。それを見

ますと、先ほど申し上げた 2007 年のゴールドマンサックスのレポートを引用していると

のことで、出典が書いてございます。これを見てみますと、女性と男性の employment rate

（就労率）のギャップが縮まることによって 16％という GDP の押し上げ効果が試算され

ている。詳細はわからないわけですけれども、そう書いてございます。 

○鹿嶋会長 ほかに意見はありますか。なければ、次の審議に進んでよろしいですか。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして、本日から、「雇用・セーフティネットの再構

築」に関する調査検討に入ります。 

 まず、関係府省のヒアリングを行います。「雇用・セーフティネットの再構築」につきま



 5

しては、関係府省が多いことから、今回と次回の２回に分けてヒアリングを行います。本

日は、内閣府及び厚生労働省の順にヒアリングを行います。 

 ヒアリングの方法についてですけれども、府省ごとに説明、質疑を行いますので、ヒア

リングが終了した府省で予定が入っているところは退出されて結構です。しかし、ヒアリ

ング終了後の議論の際に質問が出る可能性もありますので、その際は後日の対応をお願い

したいと思っております。 

 委員の皆さんも、質問につきましてはできるだけヒアリングの際に行っていただくと同

時に、ヒアリング終了後に質問をされる場合には、回答が後日になることもあらかじめ御

承知おきください。 

 なお、各府省におきまして、取組の説明の際、基本計画のどの部分に関するものである

かということを併せて御説明いただければ、私どもも理解が進むと思っておりますので、

よろしくお願いします。 

 それでは、内閣府から説明をお願いします。 

○中垣調査課長 調査課の中垣でございます。よろしくお願いいたします。 

 私からは、若干前回の話と重複しますけれども、本日のテーマでありますところの、「雇

用・セーフティネットの再構築」についての第３次男女共同参画基本計画における位置づ

けについて、改めて御説明させていただくとともに、その中での内閣府の取組の一部分に

ついて御紹介したいと思います。 

 まず、全体の話ですが、ピンクのファイルの「参考資料」とついている方に３次計画が

入ってございますので、改めて御覧いただきたいと思います。 

 ３枚目に目次がございます。３次計画というのは３部構成になっておりまして、第１部

が「基本的な方針」ということになっております。基本的な方針は、１ページ目には、ま

ず１として、第３次基本計画策定に当たっての基本的考え方が書いてございます。２ペー

ジには、第３次基本計画において改めて強調している視点が５つ示されております。この

うち本日の議論に特に関係が深いのは、「①女性の活躍による経済社会の活性化」「③様々

な困難な状況に置かれている人々への対応」の部分でございます。これは重要なので、こ

こだけざっと読み上げさせていただきます。 

 「①女性の活躍による経済社会の活性化。少子高齢化による労働力人口の減少が進む中

で、女性を始めとする多様な人々を活用することは、我が国の経済社会の活性化にとって

必要不可欠である。また、女性がその能力を十分に発揮して経済社会に参画する機会を確

保することは、労働供給の量的拡大という観点に加えて、グローバル化や消費者ニーズが

多様化する中で持続的に新たな価値を創造するために不可欠である。」 

 「③様々な困難な状況に置かれている人々への対応。単身世帯やひとり親世帯の増加、

雇用・就労構造の変化、経済社会のグローバル化などの中で貧困に陥る層が増加している。

女性は、出産・育児等による就業の中断や非正規雇用が多いことなどを背景として貧困な

ど生活上の困難に陥りやすい。また、障害がある女性や日本で働き生活する外国人女性な



 6

どは、女性であることで複合的に困難な状況に置かれている場合が少なくない。家庭や地

域における男女共同参画の推進や女性が働きやすい就業構造への改革など男女共同参画の

推進が、様々な困難な状況に置かれている人々への対応にとって不可欠である。」 

 更に右のページには、「３ 今後取り組むべき喫緊の課題」というのがございます。これ

は改めて強調した視点を前提とした上で、今後、計画期間の５年間において取り組む課題

のうち、特に早急に対処すべき課題ということで示されているところでございます。 

 その３つ目の「雇用・セーフティネットの再構築」というのが今回の射程となっている

部分でございます。前半部分が、「女性が働き続けることができ、暮らしていける賃金を確

保することができるよう、雇用の問題、特に男女間の賃金格差の解消や「Ｍ字カーブ問題」

の解消、長時間労働の抑制、非正規雇用における課題への取組を進める」となっており、

後半部分は、「様々な生活上の困難の世代間連鎖を断ち切るためにも、家族や地域の持つ相

互扶助機能の低下に対応したセーフティネットの再構築や、個人の様々な生き方に沿った

切れ目ないサービスの提供を推進する。また、障害者や定住外国人が、女性であることで

更に複合的に困難な状況に置かれている場合に、適切な支援を行う」となっております。 

 これを計画の具体的な目次で示しますと、「第２部」の「施策の基本的方向と具体的施策」

の 15 の分野のうち、前半部分が、「第４分野 雇用等の分野における男女の均等な機会と

待遇の確保」、「第５分野 男女の仕事と生活の調和」、「第６分野 活力ある農山漁村の実

現に向けた男女共同参画の推進」となります。後半部分が、「第７分野 貧困など生活上の

困難に直面する男女への支援」、「第８分野 高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせ

る環境の整備」に相当してございます。 

 第４分野を例にとって計画の構造を御紹介したいので、31 ページを御覧ください。各分

野は幾つかのパートによって構成されています。例えば第４分野では最初に「基本的考え

方」があります。そして 32 ページには、この分野に関係のある成果目標が出ております。

例えば一番上、民間企業の課長相当職に占める女性の割合というのが、2009 年現在で 6.5％

であったところ、2015 年までに 10％とすることなどが目標とされているところでござい

ます。 

 それを踏まえまして、具体的な取組内容が 33 ページ以降で書いてあるところでござい

ます。例えば 33 ページは、「１ 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策

の推進」となっておりまして、「ア 男女雇用機会均等の更なる推進」があり、小さなポツ

で具体的な施策が書かれて、そのための具体的な担当府省が右側の欄にあるというつくり

になっております。 

 さらに、本冊子の後ろの方には参考指標がありまして、男女共同参画社会の形成が一層

加速されるよう、内閣府においてその推移を定期的にフォローアップし、結果を公表すべ

き数字というのが分野ごとに並んでいるところでございます。 

 本日と次回の２回に分けて各府省からのヒアリングを行っていくわけですけれども、本

日、参考資料として「関係府省ヒアリング」を配布しております。全部で７つの府省から
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ヒアリングを行うこととしておりまして、それぞれの府省が３次計画のどの部分の施策を

主に担っているかが書かれております。 

 本日は、２の内閣府と５の厚生労働省からのヒアリングを予定しております。 

○稼農調査官 内閣府の説明で、１点だけ補足させていただきます。 

 お手元の参考資料でございますが、３ページ目に「改めて強調している視点」と、「今後

取り組むべき喫緊の課題」の関連部分を抜粋しております。その下に、これらの分野につ

いて関連がある、女子差別撤廃委員会の最終見解の項目を記載してございます。 

 最終見解の本体につきましては、少し大部になりますので、同じ分厚いピンクのファイ

ルの「男女共同参画白書」の 204 ページ以下に、女子差別撤廃委員会の最終見解の仮訳の

全文を載せておりますので、この見出しと併せて御参照いただければと思います。 

○中垣調査課長 追加ですけれども、資料４というのがございます。先ほど申し上げた、

各分野の成果指標と参考指標につきまして、毎回アップデートした数字を分野ごとに見て

ございますので、これも必要に応じて御参照いただければと思います。 

 こういう資料も踏まえ、今回と次回のヒアリングでは、それぞれの担当府省から、計画

策定後９か月が経過しているわけですけれども、主な取組状況についてお話しいただくと

いう流れでございます。 

 担当部分に移ります。私からの説明は、内閣府における第４分野中の「女性の活躍によ

る経済社会の活性化」についての主な取組でございます。女性の活躍による経済社会の活

性化というのは、先ほどの APEC の女性と経済サミットについての説明にありましたとお

り、国際的にも大きな潮流になっておりまして、そうした流れを踏まえつつ、我が国にお

ける取組を推進していくことが重要な課題となっているところでございます。これにつき

ましては資料２－１を御覧ください。これは、男女共同参画会議の下に監視専門調査会と

ともに設置されております、基本問題・影響調査専門調査会が７月に取りまとめた中間報

告の概要でございます。これにつきましては、基本問題・影響調査専門調査会の下にワー

キンググループを設置しまして、中央大学の山田昌弘先生に座長をお願いし、勝間和代委

員に座長代理をお願いし、更には、ここにもいらっしゃいます原田先生にも委員として御

参画いただきまして、議論を行ってきたところでございます。 

 この内容を非常に簡単に御説明いたしますと、女性の活躍の経済社会に与える影響等に

ついてのグラフですが、図表①「男女別産業別雇用者数の増減」を見ていただきますと、

全産業のところでオレンジ色（女性）が伸びている。すなわち、近年、雇用者が伸びてい

るのは女性ばかりであるということでございます。これは、医療・福祉等の分野において

女性が伸びているからでして、構造的なものです。 

 図表②はいわゆる「Ｍ字カーブ」でございます。Ｍ字カーブの上に薄い緑で塗りつぶし

たところがありますが、この人数は全部で 340 万人おりまして、現在働いてはいないけれ

ども働きたいと希望していらっしゃる方です。確かに日本にはＭ字カーブがありますが、

逆に言うと、働きたいけれども働いていない方々が力を発揮できれば、労働力人口で５％
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に相当する分の増加になるということでございます。 

 一番右の図表④は日本の高等教育在学率です。これは、高校卒業以降、すなわち大学・

短大という段階の教育でございますけれども、日本の女性は先進国の中でも非常に低い水

準の在学率となっておりまして、日本の女性の能力を開発する余地がまだまだあるのかな

ということでございます。 

 こういう状況を踏まえ、真ん中の段に、女性がその能力をフルに発揮することができれ

ば個々人の希望が実現できるというのが１つ目。要は、女性の就労率が高い地域の方が出

生率も高いというデータもありまして、仕事と生活の調和がしやすくなると個々人の希望

も実現しやすくなります。また、経済社会にとっても当然プラスというのが２つ目で、個

人にとっても社会にとってもプラスであることを改めて指摘しております。 

 こうしたことを前提としながら、今後の議論の方向性ということで、「新たな分野や働き

方における女性の活躍」、また、「制度・慣行、意識」の問題、更には「多様な選択を可能

にする教育やキャリア形成」について、一層の議論を専門調査会の下のワーキンググルー

プで深めていくこととしております。 

 更に、もう一つの薄い方のピンクのファイルを御覧いただきますと、最初のページに、

「男女共同参画会議専門調査会報告を踏まえての今後の取組について」ということで、先

般、７月 29 日の男女共同参画会議決定が、表紙とともに１枚おめくりいただいたところ

に書いてございます。冒頭に「女性の活躍による経済社会の活性化」というのが書かれて

おりまして、男女共同参画会議としては、政府に対して、「Ｍ字カーブの問題」を解消し、

経済社会分野において女性が能力を発揮できるよう、環境整備を努めることを改めて要請

しているところでございます。 

 私からの説明は以上になります。 

○藤澤推進課長 引き続き、内閣府でございますが、推進課の藤澤と申します。 

 私からは、「仕事と生活の調和」ということで、第５分野に関して御説明をしたいと思い

ます。資料２－２を御覧ください。 

 ワーク・ライフ・バランスの施策の枠組みというのは既に設定されておりまして、一番

上のところに、「施策の枠組み」と水色で２つ囲っておりますように、「憲章」と「行動指

針」というものがございます。憲章というのは、ワーク・ライフ・バランスを進めるため

の大きな方向性を提示しているもので、「目指す社会の姿」をここで定めております。 

 更に具体化したものが行動指針という形になるかと思います。行動指針では、進めてい

く主体というのは、我々もそうですけれども、企業や、働いていらっしゃる方、国民全般、

それぞれが取組を進めていく必要がありますので、それぞれがどのようにこれから取り組

んでいくかというのを提示してございます。 

 この「憲章」「行動指針」ともに、政労使トップ、有識者等によって構成されている「仕

事と生活の調和推進官民トップ会議」で決定されております。最初は平成 19 年 12 月に策

定されておりましたが、その後、昨年６月に、施策の進捗や経済情勢の変化も踏まえて、
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新たな視点や取組を盛り込んだ形で改定をしております。 

 現在、行動指針の方では、社会全体の目標として 14 の数値目標を設定しておりまして、

その多くが、第３次男女共同参画基本計画においても第５分野の成果目標を中心に取組目

標にしているところです。 

 その下を見ていただきますと、「推進の枠組み」という欄がございます。これは今も簡単

に御説明しましたが、トップ会議という、総理大臣、関係大臣、経済界、労働界、地方公

共団体の代表者の方、有識者の方々をメンバーとした会議と、その下に連携推進・評価部

会といいまして、実際の取組についての点検・評価を行う枠組みがございます。この枠組

みが大きな推進母体となっています。 

 社会全体での取組を推進するためには、関係者が、経済界、労働界、国、地方公共団体

とたくさんありますので、一体となって進めていくことが必要でありますが、一番下にあ

りますように、今後、重点的に取り組む課題としては幾つかございます。その中で我々内

閣府が主に中心となって行っているのは、１番の「社会的気運の醸成」の部分でございま

す。ほかの関係府省で、それぞれいろいろな課題に向けて取組を進めていただいておりま

すが、関係者が非常に多いということ、関係府省もたくさんあるということで、政労使、

都道府県が密接に連携・協働するためのネットワーク形成の役割を、内閣府が担っている

ということも言えるかと思います。その一環として、それぞれの主体の取組情報のハブ機

能的な役割を果たしております。また、評価部会で PDCA サイクルを円滑に回していると

いう形になりますので、評価部会の開催をしている内閣府は、関係府省間の連携促進もし

ています。これらが我々の役割だと認識しております。 

 裏を見ていただきますと、今年度の内閣府でのワーク・ライフ・バランスに関する取組

を簡単にまとめたものをお示しいたしました。大きく３つに分けておりまして、一番上が

「憲章・行動指針の推進」ということで、昨年６月に改定しました「憲章」と「行動指針」

に基づく取組の点検や評価を行う評価部会を運営するとともに、国民の意識についての調

査も毎年やっているところです。 

 ２つ目が「ネットワークの構築」ということで、企業のニーズの把握ですとか、情報交

換のための企業担当者交流会の運営や、メルマガも毎月発行しているところです。 

 ３つ目の「理解促進」というところですが、「（１）レポートの作成」ということで、こ

れは毎年１回、関係各主体のそれぞれの取組の進捗状況、今後の課題について取りまとめ

た、かなり大部のレポートをつくっております。 

 ２番目の「カエル！ ジャパン」キャンペーンということで、これも気運の醸成の一環

として国民運動的に盛り上げるために、「現状を変える」という意味でのキャッチフレーズ

を策定してキャンペーンの推進を図っているところです。国民参加型の運動ということで、

御賛同いただいた方に登録していただいているところですが、現在の登録件数は約 2,000

件になります。 

 「（３） 男性の男女共同参画の推進」ということで、男性の男女共同参画というのは第
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３次基本計画の特徴の一つでもあって、男性に着目して取組を進めるという意味で、分野

としても第３分野ということで新設いたしました。男性の意識改革というのはワーク・ラ

イフ・バランスにもつながる話でもありますので、ここに入れてまとめております。今年

度から、男性に着目した事業を始めているところでございまして、広報啓発や調査のほか

に、男性が地域や家庭に参画するために取り組んでいる具体的な取組の好事例なども収集

して、今後、普及していきたいと思っております。 

 以上が資料２－２についての御説明ですが、あらかじめ委員の方から御質問をいただい

た点について、少しだけ回答させていただきたいと思います。 

 岡本委員から幾つか御質問をいただいております。１つが、私は先ほど、レポートを毎

年つくっていると申し上げましたけれども、去年のレポートの中で、地方公共団体の取組

を平成 21 年度に国の方で調査しまして、その結果を御覧になった岡本委員から御質問を

いただきました。 

 その調査結果の中には、地方公共団体でワーク・ライフ・バランスに関して、関係機関

との連携、推進、組織の状況を調べたものがあります。例えば都道府県レベルでは、そう

いう体制があって、21 年度に調査したものですが、22 年度以降も継続予定と言っている

のが、47 分の 22 ということで、これはかなり多いのですが、その一方で、設置予定なし

が 15、今はあるけれども 22 年度以降は廃止予定が９という調査結果になっておりまして、

必ずしも地方公共団体で取組が進んでいないのではないかという御指摘でございました。 

 確かにこの数字だけを見る限り、地方における推進体制が必ずしも強化の方向に行って

いないなと思います。ただ、21 年度の調査では、推進体制を廃止するとか、今もなくて、

今後もつくる予定がないというような回答をしてきた自治体に、それがなぜかということ

を聞いていなかったということもありまして、現在、年に１回つくるレポートの 2011 年

版作成作業の中で、改めて聞いております。今の体制がどうなっているのか、もし廃止し

たり、つくっていなかったりしたら、それはなぜかというのを聞いているところなので、

その結果が出ましたら、それを踏まえ、評価部会の議論も踏まえて、我々で何か必要な対

応ができるかどうかというのを考えていきたいと思っています。 

 岡本委員からの御質問の２点目が、ワーク・ライフ・バランス施策について、それぞれ

いろいろな主体で確実に実行されているかどうか、検証の必要があるが、どうやっている

のかという御指摘がございました。 

 具体例として、次世代育成支援法に基づく行動計画の検証について挙げていただいてお

りますが、私からは、全般的なことをまずお話しさせていただきたいと思います。先ほど

資料２－２で申し上げましたように、PDCA サイクルを評価部会という枠組みを通じて行

っております。個々の企業でのいろいろな取組の評価というのは別途あるかと思いますが、

評価部会におきまして、労使団体の代表の方々にもメンバーになっていただいているとこ

ろでありまして、その中で、それぞれの団体における取組や課題、あるいは国への要望な

どについてもいただいて意見交換をしているところであります。 
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 最後の御質問は、内閣府自身の男性職員の育休取得率と、内閣府職員の年休取得率につ

いて御質問をいただきました。 

 まず、男性職員の育休取得率ですが、一番新しい数字で 21 年度が 5.1％でございました。

各府省の平均は 1.7％なので、そういう意味では３倍ということで自慢してもいいのかも

しれませんが、ほかの省庁もそうですが、内閣府でも次世代育成支援法に基づいて「特定

事業主行動計画」というのをつくっておりまして、その中で 26 年度末に 10％以上という

目標を掲げております。まだ目標年次は先ではありますけれど、それに向けて引き続き、

意識啓発したり、情報提供したりという取組を内閣府でやっております。 

 それから、年休取得率の関係です。取得率ではなくて取得日数のデータしか手元にない

のですが、最新の数字では 21 年度、13.0 日です。これは各府省平均で見ますと 12.8 日な

ので、大体平均ぐらいということです。１年前の平成 20 年は 9.9 日なので、それに比べ

るとかなり増加したように思えるのですが、実はもうちょっと前の平成 17 年の調査を見

ますと、13.1 日だったので、年によって上下があり、全体で見ると横ばい状態という感じ

かなと思います。同じく内閣府の特定事業主行動計画において、26 年末に平成 17 年に比

べて 20％、取得日数を増やそうという目標を掲げておりますので、単純に計算すると 16

日ぐらいになりますが、その目標に向けて各部局で引き続き、休暇を取得しやすい環境整

備に努めているということでございます。 

 以上です。 

○梅澤参事官 内閣府の共生社会政策担当で、青少年支援を担当しております梅澤と申し

ます。よろしくお願いいたします。 

 私からは、「第７分野 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援」の「４ 男女の

自立に向けた力を高める取組」にあるア③の「困難な状況に置かれた若者への支援」とい

うところに２つございますものについて御説明します。 

 一つは、「高校中途退学者の退学後の状況等に関する実態の把握に努める」というものに

対応するところ、それから、「社会生活を円滑に営む上での困難に直面する子ども・若者に

対し、様々な機関がネットワークを形成し、それぞれの専門性をいかした発達段階に応じ

た支援を適切な場所において提供するため、「子ども・若者支援地域協議会」を設置する」

というところでございます。 

 それでは、資料２－３に即して御説明をしてまいりたいと存じます。３ページ目に、「高

等学校中途退学者数及び中途退学率の推移」ということで、文部科学省が毎年度実施して

おります、「児童・生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」という結果を取り

まとめたグラフを御覧いただきたいと思います。平成 21 年度、22 年度は、中途退学者の

率が 1.7％、数にして５万人台ということで、全体の数値としては減ってきているところ

でございますけれども、これは全体の集計結果ですので、高校によっては非常に多い数の

中途退学者がいるということになろうかと思います。 

 なお、文部科学省で行っておりますこの調査については、男女別のデータの取りまとめ
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はしていないということで、私どもの方で加工した本資料でも男女別のデータを載せてお

りません。御了承いただければと思います。 

 続きまして、その次のページを御覧いただきたいと思います。私どもで実施しました「高

等学校中途退学者の意識に関する調査」の結果でございます。こちらは、先ほど御紹介し

ました文部科学省の調査では、都道府県別の状況や、課程や学科別の状況、中退事由など

については調査をしていますが、中退後の状況等については調査をしておりませんので、

文部科学省の協力を得まして私どもで調査を実施したものでございます。 

 調査対象としては、中退後概ね２年以内の者で、平成 22 年に実施しましたので、主に

平成 20 年４月以降に高校中退した人を対象としています。 

 調査方法としては、まず、都道府県、政令指定都市ごとに高校生徒数を勘案し、割当数

を決めまして、各教育委員会に割当数の調査票を送付しました。各教育委員会において、

それぞれの教育委員会の判断で調査校を決定しまして、各高校が更に調査対象者を決定し

て調査票を送付しました。私どもからは教育委員会に対して調査票を 3,000 送付したので

すけれども、各高校からは 2,651 名に対して調査票を送付し、1,176 名から有効回答を得

たところでございます。 

 回答者の性別については、結果的には男性 47.1％、女性 52.2％、属性の無回答が残りと

いうことです。調査依頼時に、特に教育委員会に対して男女比への配慮等はお願いしてい

なかったため、男女の数についての多少のバイアスがかかっている可能性があります。ま

た、ほとんどの調査項目で男女による有意差が見られなかったため、公表資料の中で、調

査結果の概要としてグラフでお示ししているものについては男女別で示しておりませんで

した。したがって、次ページ以降の本日の配布資料では男女別の集計の結果を表示してお

りません。ただし、各調査項目のクロス集計結果として男女別のデータを公表しているも

のもございますので、そういったものについては、適宜、口頭で御紹介したいと思います。 

 それでは、次のページでございます。調査結果で保護者の学歴について聞いているもの

でございます。左が本調査の調査結果で、真ん中が就業構造基本調査に見る 35 歳から 49

歳までの学歴分布で、一般的にはどういった学歴分布になるのかというのを比較するため

載せております。比較しますと、高校中退者の保護者の学歴は短大・大卒の割合が低いと

いう結果になっています。中退者の男女別の状況を見ますと、父親については、短大・大

卒だと答えた女性が 16.0％で、男性が 16.3％。母親について短大・大卒だと答えた女性が

13.4％で、男性が 17.1％という状況でございました。 

 もう一つ、ひとり親世帯の割合を調査しております。こちらについては、母子世帯が

21.1％、父子世帯が 3.5％ということで、国勢調査に見る母子世帯、父子世帯の割合に対

して、中退者の家庭はひとり親世帯の割合が高いという結果が出ております。 

 次のページを御覧いただきたいと思います。「高校をやめたことを後悔しているか」「中

退後、高卒の資格は必要だと考えたか」という問いをしております。高校をやめたことを

後悔しているかということに対して、「はい」と答えているのは約４分の１に対して、中退
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後、高卒資格は必要だと考えたという人は４分の３強ということで、中退後、いろいろな

活動をしている中で、やはり高卒の資格は必要だと考えている人が多いということになろ

うかと思います。やめたことを後悔したかということについて、「はい」と答えた男性の割

合は 28.5％、女性は 19.5％です。高卒資格が必要だと答えた男性が 76.7％、女性が 79.8％

という結果でございます。 

 ２点目の、「子ども・若者支援地域協議会」について御説明します。２ページ後の「子ど

も・若者育成支援推進法の制定背景」という資料でございます。子ども・若者をめぐる環

境自体が非常に悪化していること、若者自身が抱える様々な問題が深刻化しているといっ

たことを背景にしまして、従来のそれぞれ個別の分野がばらばらに縦割り的に対応するこ

とに限界が生じてきているという認識の下に、「子ども・若者育成支援推進法」というもの

が平成 21 年７月に成立し、22 年４月に施行されております。 

 次の資料を御覧いただきたいと思います。この法律の重要な意義であり、重要な内容の

一つであるものが、地方公共団体に子ども・若者支援地域協議会を設置するという規定を

置いたところでございます。例えば、困難を抱える子ども・若者の現代的な困難として、

「ひきこもり」というものがありますけれども、ひきこもりについては、精神保健などで

の対応が必要な人もいれば、そうでない人もいます。治療が必要な場合でも、治療がなさ

れればひきこもりから脱出できるとは限らず、対人関係を構築できるようになるための訓

練が必要な場合などもございます。 

 こういった、社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者における深刻な状況

を踏まえまして、効果的かつ円滑な支援を図るために、地域におきまして様々な機関がネ

ットワークを形成して対応することが必要です。このため、このネットワークの法的なよ

りどころとして法律で地域協議会について規定をしております。もとより、地方公共団体

ごとに子ども・若者をめぐる環境はそれぞれ異なっております。また、現実に活用するこ

とのできる社会資源にも違いがございます。そこで、それぞれの地域の実情に合った効果

的な運用が可能となるような柔軟な制度としているところでございます。このネットワー

クのイメージは、次のページの資料を御覧いただきたいと思います。 

 真ん中辺りに「子ども・若者支援地域協議会」と書いてあるところの一つ上に、調整機

関というものがございます。連携の中心的役割を果たす機関としてこの調整機関を置くこ

とになっておりまして、通常、公的機関に置かれることを想定しています。事務の総括、

支援状況の把握、連絡調整を行う機関ということで、これは必ず置いてくださいとお願い

しております。それから、この調整機関とある意味パートナーとなるような民間支援団体

を想定して規定しているものとして、この協議会が行う支援全般について指導的な役割を

果たす機関として、その上に「指定支援機関」を置くことができるとしております。こち

らは各地域の社会資源に応じて、必置という形にはしておりません。それ以外の構成機関

については、地域の社会資源の状況に応じてそれぞれ判断可能という制度にしております。 

 具体的な子ども・若者支援地域協議会の設置数ですけれども、22 年度末で、都道府県で
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７、政令指定市では５という状況になっております。市町村につきましては統一的な調査

をしておりませんので、あくまでもネット上の情報収集の範囲ですけれども、これまでに

政令指定都市を除きまして 11 の市町村が設置しているという状況になっております。 

 私からは以上でございます。 

○泉参事官補佐 内閣府の共生社会政策担当の中で、障害施策を担当しております泉と申

します。 

 私からは、男女共同参画基本計画の第８分野に、「障害者が安心して暮らせる環境の整備」

というものがございますので、それに関連して説明をさせていただきます。 

 資料２－４を御覧いただければと思います。特にこの間、障害者制度改革につきまして

は大きな流れがございますので、それについて私から説明させていただきたいと思います。

１ページ目でございますが、「障がい者制度改革推進本部」というものが平成 21 年 12 月

に閣議決定で置かれております。障害者政策に関しましては、障害者権利条約に平成 19

年９月に日本は署名しておりますけれども、まだ批准はしていないということで、その批

准のために、何を国内的な制度として改革する必要があるのかを検討するために、この本

部が平成 21 年 12 月に置かれました。この本部の下に、「障がい者制度改革推進会議」と

申しまして、当事者の方が過半数入った会議を開催しておりまして、ここで、どのような

問題があるのかということを具体的に議論しております。 

 メンバーにつきましては、資料の４ページ目に載せております。 

 この推進会議で具体的に議論をしまして、平成 22 年６月に、今後５年間の改革の工程

表ということで閣議決定をしております。それが５ページ目のカラーのものになります。

ここでは、主にポイントは３つございまして、左の下の方に、「横断的課題における改革の

基本的方向と今後の進め方」と書いてございます。今後、権利条約批准に向け、この３つ

の課題が重要であるという形で書いております。 

 １つ目は「障害者基本法の改正」です。平成 23 年に法案提出を目指すと書いており、

実際、これは 23 年の通常国会に提出させていただきまして、７月 29 日に改正が成立して

おります。 

 次に（３）を御覧いただきますと、「障害者総合福祉法（仮称）の制定」が課題として挙

げられております。これは 24 年に法案提出、25 年８月までの施行を目指すとなっており

ます。具体的にこれにつきましては、推進会議の下に部会というものがございますが、そ

こに総合福祉部会というものを開催して検討しておりました。今年の８月 30 日に提言を

まとめております。 

 ３つ目の課題としましては、５ページ目の（２）「障害を理由とする差別の禁止に関する

法律の制定」ということがありまして、これは 25 年に法案提出を目指すとなっておりま

す。これにつきましても、１ページ目の部会のところに、差別禁止部会というものを設け

て、今、議論を行っているところでございます。 

 この関係では岡本委員から御質問をいただいております。障害者雇用の関係につきまし
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て、滋賀県や大阪府の箕面市などは、独自施策として「社会的雇用」という制度を実施し

ていますが、障害者制度改革の中でもそのような基本的な検討、方向性としてこのような

検討が行われているのかという御質問をいただいております。 

 滋賀県や大阪府の箕面市は、確かに障害者の雇用に関して支援を行っていますけれども、

滋賀県と箕面市ではやっていることが微妙に違うということもございます。例えば箕面市

であれば、最低賃金をクリアするための補助制度みたいなものを想定しておりますが、滋

賀県は必ずしもそういうことは目的にしていない。社会的雇用、公的な支援をしながらの

就労支援に関して、いろいろなとらえ方があるということがございます。実際、総合福祉

部会が８月 30 日に提言をまとめたのですけれども、その部会の中で推進会議の委員と総

合福祉部会の委員が合同で作業チームをつくって、この関係も検討はしておりました。た

だ、やはりいろいろなやり方があるが、どういうやり方がいいのかというのはなかなか結

論が出なかったものですので、提言の中でも、今後、人的支援のあり方についてはしっか

りと検証しないといけないという結論になっております。そういったこともございまして、

課題として引き続き推進会議や関係省庁において検討していくことになると考えています。 

 障害者の関係の現在の流れは、以上でございます。 

○鹿嶋会長 膨大な量のものを、短時間でヒアリングして意見を言うというのは、なかな

か大変ですので、質問があれば、岡本委員のように事前に出していただくのも一つの手法

かなと思って聞いておりました。皆さんの方で、今のヒアリングの中で、御意見、質問が

あれば出していただきたいと思っております。 

 ワーク・ライフ・バランスについては、私も日本生産性本部のワーク・ライフ・バラン

ス推進会議の運動を通じて、やはり少し下火になっていると感じられますので、どうした

らいいかということも含めて議論しなくてはならないと思っています。女性の更なるエン

パワーメントを図るにはワーク・ライフ・バランスは避けて通れない大きな課題ですが、

それについては、先ほど藤澤さんが言っていた 2010 年の調査レポートを見る限りでは、

ちょっと下火になってきているということです。この対応まで、我々が考える必要がある

のかなと思っています。 

 女性と経済につきましても、経済社会の活性化に是非必要だということはもうわかって

いますけれども、これを具体的にどういうふうに落としていくかというのはやはり考えな

くてはならないと思っています。資料２－１の図表③などを見てみますと、これは「ダグ

ラス＝有沢の法則」ですかね。貧しくなれば共働きが増えるというのが、ますます顕著に

なってきているような感じもします。 

 それぞれのお立場からの御意見をお伺いしたいと思いますが、どうでしょうか。 

○山谷会長代理 １点、質問です。全般的に関係するようなことになると思いますけれど

も、私は評価の専門家なので、そこから質問させていただきます。「PDCA サイクルで回

している」とすると、チェックか何かをして、それを次のアクションにつなげているとい

う説明にはなるのだろうと思います。ただし実態としては、人を対象としているサービス



 16

ですので、関係者はいろいろかかわってきているわけです。そうすると、現場でいろんな

問題が起きて、こういう立派な考え方で内閣府は施策をやっています、都道府県の協力も

得ています、市町村の協力も得ていますと言うのだけれども、しかし、本当にそうなのか

というのを、一度、サンプル調査でもいいのですが、やってみたらいかがかなと思うとこ

ろがあります。 

 例えば女性の就労支援という問題で言えば、今、現実に都道府県でも市町村でも政令市

でも起きているのは、これは松下委員が非常に詳しいですが、就労支援を 10 年も 20 年も

専門的にアドバイザーとかやってきた人たちが雇い止めに遭っている。こういう問題があ

るわけです。その次にどういう人が来たかというと、パートタイムの素人さんが来て一般

的な立場からしかアドバイスができないという話です。 

 あるいは、いろいろな障害がある人の就職支援をしようという話もないわけではないで

すけれども、基本の実働部隊になっている地方公共団体が果たしてそれだけの資源を持っ

ているかというと、実はそうではなくて、例えば心の病気とか、いろんな方々がいるにも

かかわらず通り一遍の対応しかしていない。それはここへ行けば対応してくれるはずだと

か、それは教育委員会ではなくて別なところだとか、そういうのもあるので、一度、個別

の実態で何が問題なのかということを調べる方法がないのか。これは評価（valuation）の

立場からの質問でございます。 

○鹿嶋会長 先生の方から、どうすればいいのかというような具体的な提案はありますか。

できるかどうかは別として、例えばこういうふうにすればいいのではないか、というよう

なことは。 

○山谷会長代理 例えば松下委員に聞いてみるとか、あるいは、成功事例みたいなもの、

結構うまくいっているというのもありまして、例えば学校の中途退学とか、ひきこもりと

か、そういうものに関しては京都市が頑張っています。ただ、お金は相当かかっていると

思いますけれども、そういうのがほかにもあるかどうかとか、そういう視点で調べられた

らいかがかと思います。 

○鹿嶋会長 ありがとうございます。 

○畠中委員 山谷先生と同じ質問をしようと思っていたのですが、内閣府の弁護ではない

ですけれども、内閣府というのは要するに政策手段が限られているのですね。連絡調整と

か総合調整とか、要するにこういうことを進めるために会議で各省を集めてお願いをする

とか、意識向上を図るとか、地方公共団体にもお願いする、企業にもお願いするというこ

とで、内閣府自ら実施しているというのは少ないと思います。調査は実施されているよう

ですけれども。 

 それで、山谷先生の御質問に答えようとすると、これは各省に聞かないとわからないと

思います。内閣府が各省に聞いて、ということもあると思いますけれども、実際、各省で

どういうことがネックで進まないのかというのは、厚労省なり、実施する部門が各省なの

で、そこに聞かないとなかなか物事は進まない。内閣府のアウトプットというのは、「会議
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をこれだけやりました」ということでいいわけです。本当は、資料４にあるような数字が

出ないといけないわけですが、なぜ出ないかというのは、やはり各省に聞かないとなかな

かわからないと思います。 

○原田委員 例えば「女性の活躍による経済社会の活性化」ということで、興味深いグラ

フがあります。山谷先生や畠中先生がおっしゃったこととも重なりますが、どういう手段

でやろうとしているのかということが今一つよくわからなかった。ただ、内閣府としてで

きることは、まず、何でそうなっているのかということを調べないと、手段もわからない

と思うのです。また、何でそうなっているかということがわからないとあまり効果のない

手段をとってしまうかもしれないと思うので、なぜそうなっているかという分析は重要と

思います。 

 それから、障害者とか、障害者制度改革の推進とか、非常に重要なことだと思いますけ

れども、男女共同参画という観点でどういうふうにお考えになっているのかということが、

よくわからなかったということがあります。例えば学歴の問題も、そもそもそういうデー

タがないということですけれども、やはり男女で違うと思うのです。その違いがわかるこ

とによって、なぜそうなっているのだということがわかって、それが少しでもわかれば、

どうしたらいいのだということもまたわかってくるのではないかと思いました。 

○鹿嶋会長 畠中委員の意見も含めて、私見を述べます。内閣府は確かに調整機能が中心

ですが、監視専門調査会は男女共同参画会議の下部組織の専門調査会です。今、たまたま

発表したのは内閣府ですが、内閣府の機能の限界を慮って我々はそこから先、踏み込めな

いということではなくて、参画会議を通して各府省に落とせますので、こういうふうにす

ればいいという意見があれば是非言っていただきたい。山谷委員が言ったことも、例えば

成功事例を流していくというのは非常に大事なことだと思います。 

 各府省の機能の限界うんぬんではなくて、参画会議の下部組織であるという認識の下に

この議論は進めていった方がいいと思います。これは無理かなと思わずに、是非、注文が

あればどんどん言っていただきたいと思っております。 

○岡本委員 幾つかの質問に答えていただいて、ありがとうございました。ほかにも質問

していたものにお答えがなかったので、伺いたいのですけれども、一つは、先ほどの話に

あったように、障害者のところで、女性であることで複合的な差別を受けている、または、

障害を持って育児をしている方たちの対策については、基本計画の中でも入っているわけ

ですが、どういう検討がされたのか。また、これから検討なのか。そこが見えてこなかっ

たので、教えていただきたい。 

 それから青少年のところで、これは内閣府ではないと思いますけれども、新卒主義の日

本の雇用の中で、いったん中退したり、内定が決まらないでフリーになってしまうと、な

かなか次にきちんと正社員として採用されないということはずっと議論がある。多分、こ

の参画会議の議論の中でもあったかと思いますが、そういったことについて、これは厚労

省なのかもしれませんが、青少年の議論のところで何かそういった議論がされたのか。ま
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たは、それはこういうところでやるものだということであれば、お聞かせいただきたいと

思います。 

○厚生労働省（森實調査官） 厚生労働省でございます。事前に岡本委員から御質問をい

ただいておりました「若者の雇用問題」ということで、新卒一括採用という採用形態では、

なかなか限界があるのではないかという御質問だと思います。私どもの方では、新卒一括

採用というのは、一方では、失業を経ずに卒業してすぐ就職、社会人に円滑に移行できる

という点では大きなメリットがあると考えております。一方で、卒業してもなかなか就職

先が見つからない、あるいは、いったん就職してもすぐやめてしまって、その後、再就職

先が見つからないという問題は同時に生じているわけでございます。そういった人たちに

対しての対応というのは、当然、やっていかなければならないと考えております。 

 このため昨年 11 月に、雇用対策法に基づきまして「青少年雇用機会確保指針」という

ものを改正いたしました。事業主が取り組むべき措置ということで、卒業後少なくとも３

年間は新卒と見なして、同じように応募を受け付けてほしいということをお願いしている

ところで、その際、大臣より主要な経済団体の方にも要望をしたところでございます。そ

れから、各種助成金で、新卒者でなくても、卒業３年以内の既卒者を採用する事業主に対

して奨励金を支給すること等を通じまして、卒業後速やかに就職できなかった、あるいは

すぐやめて次が見つからないといった若者に対する措置も、できる限り行っているところ

でございます。 

○松下委員 先ほど「新たな分野や働き方における女性の活躍」で起業というお話が出ま

したが、静岡では県が施設を整備し市が運営する「SOHO しずおか」があって、そこに起

業したいと来るのは女性もかなり多いそうです。県のセンターでも起業塾をやっていまし

たけれども、実際に来る方は、夫や父親の稼ぎがある程度あって、起業で食べていこうと

いう女性は少なかったようです。中には本当に成功されて、「日経ウーマン・オブ・ザ・イ

ヤー」をもらった人も、静岡市や浜松市にですがいらっしゃいますが、お話を聞くと、大

変な努力と決意がないとできないし、起業はバラ色ではないと感じています。 

 それと、ワーク・ライフ・バランスということですと、男性の育休の取得がすごく少な

い。これは地方でも一緒です。今、父親に参加していただく講座もたくさんやっていて、

受講後のアンケート調査では「育休を取りたい」という男性は増えています。けれども、

「実際に取りますか？」というと、「取れない」「取らない」とおっしゃる。やはり妻に稼

ぎがないと、自分が育休を取るとまず収入の面で困るだろうということと、出世や上司の

理解が得られないという理由でした。 

 その一方で、最近、女性で育休を取る方は少しずつ増えてきました。私たちの長期講座

などに、先生を含む公務員の方や大きな企業の方が、休んでいる間に講座を受けたいとい

うことで結構いらっしゃる。７年ぐらい前に、女性会館の「育休復帰講座」をやったので

すけれども、人集めにすごく苦労しました。今は育休中の人たちが勉強したいと来てくだ

さいます。 
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 これは極端な例なのかもしれませんけれども、大学を卒業して就職し十数年経つけれど、

２回、３年の育休を取っていて、その前に海外青年協力隊にも行っていたので、実際に働

いた年数がすごく少ない。私たちの講座にいらっしゃったときは２回目の育休中で、「この

ままだと税金泥棒だし、やめちゃった方がいいのだろうか」とおっしゃっていたので、「今

までいろいろ勉強した分をしっかり社会に生かしてほしい」と励ましたことがあります。

他からも、公務員は育休が３年取れ、就職して何年か経っているのに、同僚もよくわから

ないという育休中の女性がいて、それが育休に対する悪いイメージになっていると聞きた

こともあります。私たち女性会館の職員の話し合いのなかでは、「３年育休を取るというこ

とは職場で浦島太郎みたいになってしまう」「３年という期間は３歳児神話の影響なのでは

ないか、」「育休は１年ぐらいで、短時間勤務で戻って来れるといい」という意見がありま

した。現在の育休の在り方を見直すことも大事なのではないかということです。 

 それから、若者の就業支援では、今、マイクロソフト社が全国女性会館協議会と一緒に

やっている助成事業に応募して、若年無業女性向けの講座を去年からやっています。去年

は 20 人ずつ２コースやりました。毎日ではないのですが２か月ほど、女性会館に来てい

ただいて、パソコンのスキルとしてワード、エクセルの基本をやっていただく。その後は

お互いに顔見知りになったところで、マインドアップの講座、心の面のケアとかも受けな

がら仕事に就く準備をする。そんなことで自信をつけて、最終的には修了証書を渡して修

了ということをやっています。 

 人集めは大変ですけれど、効果はあって、「小学校から不登校だったけれど、通えた自分

にびっくりした」「同じ場所に２か月通えた自分を褒めたい」という人や、実際にハローワ

ークやヤングジョブステーションに出かけ、まだ僅かですが就職できた人がいます。特に

女性の場合は、家事手伝いということで問題が見えにくくなっている部分があります。２

か月経って修了した後、私たちは依存する関係をつくってもいけないし、その辺のところ

がすごく難しいところです。去年修了した方の中に、今年になって、自分が職場ですごく

困ったときにメールをしてきた人がいます。本当に微々たることですけれども、ニート女

性の支援もしています。 

 先ほどのお話のように障害を持った女性もすごく就労に苦労していらっしゃると思うの

ですけれども、私たちは、まず障害を持つ子どもを育てているお母さんの支援ということ

をやっています。母子家庭の女性に対するパソコン講座もやっています。毎回５人ずつの

講座ですが、何回か来ていただくと、個人的な悩みも相談されることがあります。私たち

だけではアドバイスできないことは関係機関につないだり、女性の相談室を案内したり、

そんなことを日々やっています。 

 経済的困難を抱える女性は増え、パートであっても同一価値労働同一賃金であればと思

います。男女の経済格差が様々に反映していると日々感じています。 

○鹿嶋会長 ありがとうございました。 

○畠中委員 障害者制度の関係で、先ほど大阪府の箕面市の話が出ていましたけれども、
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実は、私は箕面市出身でして、大学時代まで箕面にいたものですから、箕面の状況はよく

知っているつもりです。地域によって取組方が違うという御説明だったと思いますけれど

も、それはどういう理由によるものかというのを、もしわかれば教えてほしい。例えば、

首長さんの姿勢というようなものもあると思いますし、財政状況なども考えられます。私

が箕面にいたころは箕面市はかなり裕福な市でして、地方交付税をもらっていませんでし

た。今はどうなっているか知りませんけれども、わかれば教えてください。 

○泉参事官補佐 詳細に理由を把握しているわけではありませんけれども、やはり財政面

の問題はあると思います。それから、障害者なのか、あるいは障害だけではなく、高齢者

も含めたハンディのある方と一緒に働くことを強調した方がいいという考え方でやるのか、

そういった理念の違いなどもありまして、必ずしも障害者だけにターゲットを置いていな

いやり方になっていたりする。あるいは、仮に一緒に働くにしても、賃金補てんのような

形でやった方がいいのか、運営費補助のような形でやった方がいいのか、やり方もいろい

ろあり、それで取組方が変わっているように見ております。 

○鹿嶋会長 今の議論の中で多少問題が出ているところが出されました。たぶんワーク・

ライフ・バランスなどはそうですね。しかし、一方で、経済が停滞しているからこそ、PDCA

をきちっと回してこれを推進しなくてはならないということもあるわけで、それは基本計

画をパワーアップしていくことにもつながってくると思います。では、どうすればいいか

ということまで我々は考えなくてはならないと思いますが、そこまで議論すると時間はと

ても足りませんので、御意見があれば、事務局に「このテーマについて私はこう思う」と

いう意見を、専門調査会の委員の方々から出していただきたいと思います。事務局の方で

はそれを集約して、こういう意見があったということで、この専門調査会でも発表してい

ただきたいと思います。 

 では、次に厚生労働省から説明をお願いします。 

○厚生労働省（森實調査官） それでは、厚生労働省から説明させていただきます。 

 資料３になります。本日は、「雇用とセーフティネット」に関連して、男女共同参画基本

計画の第４分野、第５分野、第７分野、第８分野に関わる対策について説明をするように

ということでございます。この中で、厚生労働省に関わる部分は多岐にわたるわけですけ

れども、本日は、特に雇用に関連する部分を中心に厚生労働省での取組について、最近新

しい動きがあるものについては、できるだけその内容にも触れつつ御説明したいと思いま

す。 

 厚労省関係でも、事前に岡本委員から幾つか御質問をいただいておりますので、できる

範囲で、説明の中に回答も折り込みながら御説明させていただければと思います。 

 まず、「第４分野 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保」の関係でござ

います。この第４分野につきましては、主に３点、お話しさせていただきます。 

 第１点目としましては、男女の雇用機会均等の関係でございます。施策として中心は、

男女雇用機会均等法を施行していくということでございます。男女雇用機会均等法の概要
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は１ページ目に載せておりまして、御承知のとおりでございますけれども、性別を理由と

する差別の禁止、募集・採用、配置・昇進などで性別に基づく差別をしてはならないとい

う法律でございます。 

 これのみならず、この法律では間接差別の禁止ということで、明確に性別による差別で

はないけれども、ある要件を設定したことによって、男性あるいは女性に対する実質的な

性別を理由とする差別になるおそれがあるものについては、合理的な理由がなければ、そ

のような措置を講じてはならないとされております。具体的に３つのものが省令で定めら

れております。四角の中で３つ挙げておりますけれども、募集・採用における身長・体重・

体力要件など、合理的な理由なくして課してはいけないという間接差別の禁止規定も入っ

てございます。 

 岡本委員から、間接差別関係で、「司法判断で間接差別と認められた例はありますか」と

いう御質問をいただいておりましたけれども、今のところ、私どもで把握している例はご

ざいません。裁判において間接差別で争われたということは承知しておりません。 

 ２の「妊娠・出産・産休取得等を理由とする不利益取扱いの禁止」も均等法では規定さ

れております。これにつきましては、リーマンショック後に、産休切り、育休切りと言わ

れた、産休・育休等を理由とした雇い止め、あるいは解雇が問題になったということがご

ざいます。 

 こちらにつきましても岡本委員から御質問をいただいておりました。件数がどのくらい

かという御質問でございましたけれども、妊娠・出産を理由とした不利益取扱いに係る相

談受付、全国の雇用均等室で受け付けた相談件数は、平成 20 年度以降、2,000 件前後とな

っております。リーマンショック前の平成 19 年度は 1,800 弱ということですので、リー

マンショック後、若干増えているという感じでございます。 

 そのうち、「指導件数や指導の結果はどうなっているか」という御質問をいただきました。

2,000 ほど相談が寄せられたものは、法違反かどうかというのは問わずに件数をカウント

しておりますが、この中で法違反と認められないものや、相談者の女性が事業主に均等室

が接触をしてほしくないと言われた事案などを除くと、実際に指導を行ったのは 30 件ぐ

らいになっております。是正指導を行った対象企業については、ほぼ 100％、対応してい

ただくという結果になってございます。 

 次に、均等法を確実に履行していただくための手段としましては、７に書いてあります

ように、法施行のために必要がある場合には指導を行ってございます。そのような指導あ

るいは勧告に従わない場合には企業名公表をやっております。定期的に均等室の方が企業

に出向いていきまして、報告徴収というのをしておりますが、それに協力していただけな

い企業に対しては、過料を課すことができるということが 18 年の法改正で新たに入って

おります。こういった手段を用いながら法律の履行確保に努めているところでございます。 

 これも岡本委員からの御質問で、「企業名公表と報告徴収に応じない場合の過料をこれま

で課した件数は幾つか」という御質問でしたけれども、企業名公表までに至った件数はこ
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れまでございません。０件です。報告徴収に応じない場合の過料ですけれども、これは１

件でございます。 

 均等法も過去に何回か大きな改正をして、ほぼ法制度上は整ったと言われておりますけ

れども、依然、男女間の賃金格差ですとか、管理職の割合については格差があるところで

ございます。特に賃金格差についてはあちこちでも指摘されているところでございまして、

諸外国に比べても大きいということで、問題意識は持っております。昨年８月末には、「男

女間の賃金格差解消のためのガイドライン」を作成しまして、労使の一層の取組を促進す

るということでこのガイドラインの周知啓発に努めているところです。 

 ポイントとしましては、破線の四角の中にございますけれども、男女間格差の「見える

化」を推進です。これは、男女での取扱いや賃金の差異が企業にあったとしても、それが

よく自覚されていないという現状もあることから、そういった実態把握を企業が自ら取り

組んでいくことを促進するために、実態を調査するために、そのまま使えるような調査票

を付けたり、ひな型を付けたりしまして、企業の方で活用していただくということを推進

しているところでございます。 

 第４分野の２点目としまして、非正規雇用に関してでございます。３ページに非正規労

働者の推移が載ってございます。2010 年の数字では、非正規労働者の割合が 34.3％です。

「非正規労働者」がどういう人かという明確な定義づけはないのですが、ここでは、勤め

先でパート、アルバイト、派遣、契約社員等と呼ばれている人ということでとっている数

字でございます。 

 全体で見ると、34.3％ということになっているのですけれども、男女別でこれを見ます

と、2010 年の数字で、男性の場合の非正規労働者割合が 18.9％、女性では非正規労働者

の割合が 53.8％、半分を少し超えているという状況でございます。 

 非正規労働者については、正規労働者と比較しまして、特に不況期におきましては解雇

とか雇止めといった雇用調整の対象とされやすいといった問題ですとか、賃金等の労働条

件が悪いと言われてもおりますし、企業内で教育訓練を受ける機会も正社員に比べて少な

いといったことが問題視されているところでございます。非正規につきましては、具体的

にパート労働者関係と有期労働契約で働いている労働者関係について、最近の動きを申し

上げます。 

 パート関係につきましては、「パートタイム労働法」という法律がございます。こちらは

平成５年にできた法律ですけれども、大きな改正を平成 19 年にいたしました。その中で、

「正社員との均衡のとれた待遇の確保に努める」ことを事業主に義務づけております。特

に正社員と同視すべきパートタイム労働者、これは、業務の内容や責任、人材活用の方法、

通常、契約期間の定めの有無がないというものですけれども、そういった正社員と同視す

べきパートタイム労働者と見なされる場合には、差別的取扱いを禁止すると規定している

ものでございます。それから、正社員への転換を推進するための措置をとるように事業主

に義務づけているものでございます。 
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 19 年の改正のときに、施行が 20 年４月１日で、３年経過したのが 23 年３月 31 日とい

うことになりましたけれども、「３年経過後の施行状況を勘案して、必要な措置を講じるこ

と」という見直し規定が入っていたことから、本年２月から、「今後のパートタイム労働対

策に関する研究会」を開催しております。そちらの研究会での取りまとめが９月 15 日に

ございました。資料はつけていないのですけれども、これは、パートタイム労働者の雇用

管理の改善をより一層進めるために考えられる論点を整理したものでございます。 

 例えばここでは、正社員と同視できるパートの範囲、差別的取扱いの禁止という規定が

適用になるパートの範囲、今は非常に少ないと言われておりますが、その範囲があまりに

少ないのでその範囲を広げるべきではないか、どういうふうに広げるのか、それもいろい

ろな方法も考えられる、といった議論がなされたものを取りまとめたものでございます。

今後は、この報告書を踏まえて、労働政策審議会の分科会で法改正の必要性も含め御議論

いただくことになってございます。 

 また、パート関係につきまして大きな課題としまして、社会保障と税の一体改革成案の

中で、社会保険の短時間労働者への適用拡大の問題が盛り込まれてございます。これにつ

きましては、社会保障審議会の下に特別部会が設置されまして、今月より、社会保険のパ

ート労働者への適用拡大について議論が始まったところでございます。 

 岡本委員からの御質問もいただいておりましたけれども、社会保険の適用の問題につい

ては、もちろん研究会でも指摘されましたが、どういった制度改正をしていくかというこ

とについては社会保障審議会で議論がなされるということでございます。 

 正社員と同視できるパートタイム労働者の範囲について、今の法律の規定では非常に少

ないのではないかということに関連して、岡本委員から、「前回の法改正の当時よりも、正

社員と同視できるようなパートの割合が減っているのではないか。どうしてか」という御

質問をいただいております。 

 これにつきましては、統計の取り方等にもよりますけれども、一つは、前回の法改正に

よりまして、企業においてもパートタイム労働者の働き方を見直した結果、一部のものは

正社員化してしまったというものもあるでしょうし、一部のものは、これまであいまいに

なっていた業務の違いなどもきちんと整理して、パートの人たちはこうというふうに、き

れいにきちんと、法律上、明確にどうなのかということを分けられるような取組をしたの

ではないかということが考えられます。昨年行った調査でも、正社員とパートの職務内容

の区分を明確にしたという取組をしている企業が 14％に上っているところでございます。

そういったことも、同視できるパートタイマーが少なくなっていることの理由かと思って

おります。 

 もう１点、「パートの研究会の方で、掛け持ちパートや、正社員と同じ、フルタイムパー

トについての議論はなされましたか」という御質問ですけれども、掛け持ちパートの話は

特に出てこなかったかと思います。フルタイムパートの方は、パート法では正社員よりも

時間が短い労働者が対象になるということなので、いわゆるフルタイムパート、名前はパ
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ートと呼ばれているけれども、フルタイムと同じ時間働いている人については、現在のパ

ート法自体の対象にはなっておりません。 

 こちらの方についてどう考えるかという議論はございましたけれども、後ほど御説明い

たしますように、そういった方は多くが有期労働契約で働いていると。有期労働契約で働

いている人たちの対応をどうするかということも、別の審議会の議論の場で進んでいると

ころでございまして、そちらの議論の状況を踏まえて考えていかなければいけないという

ふうに、パートの方の議論の場ではなっているところでございます。 

 非正規対策の２点目、有期労働対策でございます。非正規雇用の多くの場合、パートで

も派遣でもそうですが、有期労働契約で働いている方が多うございます。平成 20 年のリ

ーマンショック以降、いわゆる有期契約の労働者に対する雇止めや契約期間内の解雇とい

った問題が生じたところでございます。そこで、有期労働契約に関する施策の在り方につ

いて議論が研究会で始まりまして、一定の議論がされた後、昨年から労働政策審議会の労

働条件分科会、労使同数集まっていただいた分科会の場で議論を続けていただいていると

ころでございます。こちらも、年内取りまとめを目標に、現在、議論中でございます。有

期の労働契約の在り方、今は法律的な規制が、契約期間は原則３年を上限にするというこ

と以外特段ない中で、何らかの規制を設けるべきなのかどうかといった点から議論がなさ

れているところでございます。 

 派遣労働対策としましては、現在、労働者派遣法改正を国会に提出しておりますが継続

審議ということで、製造業派遣の原則禁止ですとか、日雇派遣の原則禁止といったものが

盛り込まれているものがまだ成立していない、国会に提出した状況ということになってご

ざいます。 

 第４分野３点目でございますけれども、育児・介護等により退職した者に対する支援に

ついて御説明させていただきます。資料として「マザーズハローワーク事業の概要」がご

ざいます。この後、第５分野のワーク・ライフ・バランス関係で女性の雇用継続といった

観点からお話しいたしますけれども、どうしてもいったんやめた人が出てくることが女性

の場合は特に多いということでございます。そういった人たちが、出産、子育て、介護等

により就業中断した後、また労働市場に戻ってこられるようにということで、スムーズに

再就職できるように支援することも重要でございますので、マザーズハローワーク等にお

いて、子育て等をしながら就職を希望する女性に対する就職支援を行っているところでご

ざいます。 

 マザーズハローワークというのはどういったことをやっているのかと言いますと、職業

相談、職業紹介について必要に応じ予約制・担当制できめ細かく一人ひとりに対しやって

おります。仕事と子育てが両立しやすい求人をできるだけ集めるということですとか、地

方公共団体と連携して保育関係の情報についても提供するとか、物理的な場所の関係で、

子どもを連れてきても遊ばせる場所をつくっておくとか、そういった取組をしているとこ

ろでございます。マザーズハローワークは通常のハローワークと別の場所に設置しており
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まして、全国 12 か所、主な大都市に設置しているところでございます。マザーズハロー

ワークがないところには、通常のハローワーク内に特別な窓口を設けて、「マザーズサロン」

とか、「マザーズコーナー」といった名前で、同様のサービスを行うということで小さな窓

口で対応しているところでございます。 

 これにつきましても岡本委員から御質問がありまして、「マザーズサロン、コーナーと分

ける必要性を教えてください」ということですが、機能的には同様の中身でございますの

で、将来的には統合していく方向で、今、考えているところでございます。 

 それから、マザーズハローワークでの取扱件数についても御質問がございました。平成

22 年度におきまして、マザーズハローワーク事業として受け付けた新規求職者数は約 20

万人で、就職件数は６万 4,000 人ほどになっております。担当者制によって就職した人の

割合が 85.1％。やはり担当者制ということできめ細かな対応をした場合には、かなり高い

確率で就職に結びついている様子が伺えます。 

 以上が第４分野にかかわる部分でございます。 

 第５分野のワーク・ライフ・バランス関係については、いろいろ法律的な面から、ある

いは助成金等での企業の自主的な取組を進めるといった点などから、様々な取組をしてい

るところでございます。法律的には、労働基準法、男女雇用機会均等法などで、妊娠中、

出産前後の母性保護等々の規定もございます。育児休業に関しては、育児・介護休業法、

昨年、改正法が施行になっておりますけれども、徐々に充実させていっているという状況

でございます。 

 「次世代育成法に基づく事業主の取組推進」ということで、子育て支援のための一般事

業主行動計画を、民間企業に策定・届出を義務づけているところでございます。従来、301

人以上の企業に義務づけしていたところを、今年の４月から 101 人以上の企業に義務づけ

てございます。かなり多くの企業において、既に策定・届出をしていただいているところ

でございます。この中で、一定の基準を満たした企業は認定をしております。ここに「く

るみんマーク」というのを載せておりますけれども、このマークを使っていいということ

になっております。それ以外に、助成金を通じた事業主への支援ですとか、表彰によって

取組推進などもやっております。それから長時間労働の抑制といったことも、そういった

取組を行う企業に対する金銭的な助成、あるいは、ノウハウを助言する取組なども行って

いるところでございます。 

 これにつきましても御質問が事前にあったところですが、先ほど内閣府への質問にもあ

りましたけれども、「一般事業主行動計画が労働者にとって有効に機能しているかどうか、

検証する必要があると思われるが、調査はしないのか」ということでございます。厚生労

働省として、利用者のニーズが反映されているかどうかということを直接的に調査という

形では行ってございませんけれども、パンフレット等で一般事業主に行動計画をつくって

くださいということを説明している中においては、計画は利用者のニーズを踏まえて策定

することが望ましいので、自社の現状と従業員のニーズを把握するというやり方をやって



 26

くださいということは、その中でも呼びかけているところでございます。 

 それから、次世代法に基づく認定でございます。「くるみんマーク」をもらうための認定

については、その基準の中に「男性の育児休業取得者が１人以上」というものがございま

す。これは緩すぎるのではないかという御意見を事前にいただきましたけれども、ただ、

これが一番ネックだという声も一方でございます。現在、直近の男性の育児休業取得率

1.38％で、まだ１％台という中で、徐々に少しずつ進めていく必要があるのかなと考えて

いるところでございます。 

 以上が第５分野でございます。 

 「第７分野 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援」について、３点ほど、関

連施策について御説明させていただきます。 

 １つ目は、求職者支援制度についてでございます。本年５月に「職業訓練の実施等によ

る特定求職者の就職の支援に関する法律」という法律ができまして、10 月１日より施行さ

れることになっております。これは、雇用保険を受給できない方々に対して職業訓練を実

施するとともに、職業訓練を受けている期間中の生活を支援する。月々10 万円を給付する

ということですけれども、職業訓練を受けることを容易にするための給付を行うことによ

って支援するというものでございます。雇用保険の受給資格がないままに長期失業してい

る方も、少なからずいらっしゃるということからできた制度でございます。 

 それと併せて、訓練修了者は、早期の再就職あるいは就職の実現に向けて、ハローワー

クにおいてもきめ細かな支援を行うことになっております。先ほどマザーズハローワーク

のところでも申し上げましたけれども、必要に応じて担当者制によって個別に対応してい

くということで、就職率のアップをねらっております。 

 ２点目、「『福祉から就労』支援事業の概要」でございます。こちらは、地方公共団体に

おきまして、就職困難・生活困窮者等への対応をしているところでございます。生活保護

受給者、児童扶養手当、これは母子家庭の母、最近、父子家庭も対象になりましたけれど

も、そういった方々への対応を図る中で、就労に関する支援についてはハローワークと連

携して、ハローワークと自治体の間で協定を結んで、その枠組でこういった対象者を支援

していきましょうと、対象者、目標などを協定の中で決めまして、福祉から就労に向けて

支援していくという枠組でつくってございます。ハローワークにおいては、必要に応じて

マンツーマンできめ細かに対応していく。それから、トライアル雇用ということで一部助

成金が出るものもございますので、そうしたものを利用して企業に働きかけていく、職業

訓練へつなげていく等々の対応をして、「福祉から就労」につなげていくといった取組をし

ているところでございます。 

 第７分野関係の３点目でございます。母子家庭の母の対策でございます。母子家庭の母

対策につきましては、子育てと生活支援、就業支援、養育費の確保、経済的支援といった

大きな４つの柱で取り組んでいるところでございます。この中で、雇用の関係ということ

で就業支援というのがございます。母子家庭の母は特に仕事を見つけるのが難しいといっ
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た点もございます。その中で、自治体が設置する「母子家庭等就業・自立支援センター事

業」がございますので、そちらにおきまして、就業相談、講習会、就業情報の提供などを

しているところでございます。 

 個々の実情に応じて、自治体がハローワークと連携して母子自立支援プログラムの策定

ということで、これは、母子家庭に支給されています児童扶養手当を受給している母子家

庭の母に対して、個別にプログラムを設定して就職につなげようという取組でございます。

能力開発等のための給付金ということで、母子家庭の母が例えば看護師などになる資格を

取ろうという場合に、その期間の生活費の補てんという支援も行っているところでござい

ます。準備講習付き職業訓練の実施も、あまり就労の経験がない母子家庭のお母さんなど

については、基本的なビジネスマナーですとか、そういったところからまずは講習してい

くというような取組をしているところでございます。 

 以上が、第７分野でございます。 

 最後に第８分野、高齢者・障害者・外国人に対してでございます。ここでは、高齢者・

障害者についての雇用対策について御説明させていただきたいと思います。 

 高齢者対策ですけれども、現在、ここに示しておりますような取組をしているところで

ございます。60 歳代の雇用確保ということで、これは、公的年金の定額部分支給開始年齢

が段階的に上がってきているところでございます。平成 25 年には 65 歳になりますので、

それまでの雇用確保が非常に重要になってきており、具体的には、事業主には３つの取組

のうちのいずれかをとってもらうということで、事業主に①段階的な定年の引上げ、②継

続雇用制度の導入、③定年の定めの廃止のうち、いずれかの措置をとることを義務づけて

いるところでございます。これは、年金支給開始年齢の引上げに伴って 25 年までに段階

的に引き上げていくということで、現在、64 歳まで引き上げてくださいということになっ

ています。一部、労使協定によって、継続雇用制度については、希望者全員を対象としな

い場合も今の段階では許されておりますけれども、そういった形で全体的にリタイアの年

を上げていこうということをしているところです。 

 ②のところで、再就職促進ということで、こちらも法律により、募集・採用における年

齢制限の原則禁止ということをしておりますし、再就職支援のための奨励金などもござい

ます。人によっては 60 歳を超えたら体力的なところでも差が出てきますので、現役時代

のような働き方を望まない方もいらっしゃいます。シルバー人材センターでは、臨時的・

短期的な就業機会を確保するということをしているところでございます。 

 最後に、障害者雇用の関係でございます。障害者雇用は、民間企業は法定雇用率が 1.8％

になってございます。直近の 22 年の数字では、民間企業の実雇用率は 1.68％で、全体の

平均は法定の雇用率を下回っておりますけれども、ただ、この実雇用率は年々上がってい

るところでございます。法律によって障害者雇用を進めていくことをしているほか、ハロ

ーワークでも一人ひとりに対してきめ細かい対応をする取組も始めているところでござい

ます。障害者本人への対応としましては、地域におきまして、障害者就業・生活支援セン
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ターを全国で 322 センター、今年度置く予定でございますけれども、そちらにおきまして、

生活支援と就業支援を一体となって同じ場所で行う。先ほど若者対策の中でもありました

けれども、地域でのネットワークづくり、ハローワーク、特別支援校、福祉事務所、保健

所、医療機関等々の連携の中で、生活支援と就業支援を行っていくというサービスを行う

場所を設けているところでございます。 

 以上でございます。 

○鹿嶋会長 大変広範囲のテーマを要領よくありがとうございました。 

 今の厚労省の説明につきまして、御意見、感想等があればいただきたいと思います。 

 私の方で一つ質問したいのは、先ほどの説明で、フルタイムパートは有期雇用労働の方

で処理すると話されました。聞き違いかもしれませんが、フルタイムパートはパート労働

法の対象から外すのですか。 

○厚生労働省（森實調査官） フルタイムパートというのは、そもそも今のパートタイム

労働法の法律そのものの対象にはなっていません。短時間労働者の定義が法律の中では、

通常の労働者（正社員）よりも短い人を対象にするということでございます。フルタイム

パートについては、そこまでパート法の枠を広げるべきかどうかという議論はございまし

たけれども、一方で、有期労働契約の話が別の労政審の分科会で進んでおります。そちら

の方が先行して議論が進んでいるものですから、そちらの議論を踏まえないと、逆転して

パートだけの方で走れないというようなことになっております。 

○鹿嶋会長 パート労働法の制定当初は、そういう議論はしていなかったのではないです

か。パートと呼ばれればパートであって、その場合は近郊処遇、フルタイムであれば均等

処遇ということで議論してきたのではないですか。 

○厚生労働省（森實調査官） 平成５年のパートタイム労働法制定時点では、恐らく今の

ような問題はあまりなかったのかなと思います。基本的に主婦パート、補助的な仕事をす

る人ということを想定してできたという経緯もございますけれども、フルタイムパートと

いうのは何年か問題視はされているところでございますので、そこの問題を全く排除する

というものではございません。フルタイムパート、無期の人もいるかもしれないですけれ

ども、ほとんどが有期で働いているケースが多いと思われるので、有期という枠組みの中

でどういった対応がされるかということがまず先に来て、その後、パートの方での議論が

進んでいくのかと思っています。 

○鹿嶋会長 パート労働法の均衡処遇という概念には、例えば正社員と比べて、責任とか

仕事の範囲とかいろいろありますが、労働時間も入っていたのではないですか。そうする

と、正社員と同じような労働時間の人はフルタイムに近いわけですね。その人たちは、要

するに均衡というよりむしろ均等の処遇の方に近いわけです。そういうことで議論してき

たのではないか。その辺りの過程の議論は、その後ずっとフォローする機会がなかったの

ですが、今の話を聞いていると、それらをパート労働法から外した印象が強くて、それを

有期契約労働者という概念の中に入れてしまって別口での議論が始まったような、ちょっ



 29

と唐突な印象があるのですが、それは私の認識不足でしょうか。 

○厚生労働省（森實調査官） もともと、パート法そのものの対象にはフルタイムパート

は入っていない。指針の方では、配慮するというような書き方はしていますが、法律その

ものの対象となっているのは、労働時間があくまでも通常の労働者よりも短い人で、１分

でも短くなければ対象ではない、という定義の仕方をしています。 

 ただ、フルタイムパートの問題についてはこれまでも議論はあったところでございまし

て、今回もそういった議論は研究会の中でも出てきたところでございます。そこまで広げ

るかどうかということについては、有期の方が先行して進んでいますので、そちらの議論

を見つつ考えなければならないという形で、今回の報告書についてはまとめられていると

ころでございます。 

○鹿嶋会長 ありがとうございました。なぜそれをしつこく質問したかというと、フルタ

イムパートが増えているような印象を受けているのです。要するに、企業は人件費を安く

して人を使えますから。 

○岡本委員 私はパート労働法改正時に審議会のメンバーで関わっていたのですが、今、

鹿嶋先生がおっしゃったところはずっと議論になっていたのですけれども、法律的に短時

間勤務が対象だということで、「それは有期の問題です、違う審議会です」ということで、

議論が深まらなかったという経緯があります。当時はパート労働法の方が先に審議されて

いましたから、有期労働はこれからどういうふうになっていくのかということだったと思

うので、今回、有期で議論するにしても、厚労省の中で審議会が違うと、申し訳ないです

が、議論がきちんと一緒になっていかないというのがあるので、是非フルタイムパートの

話のところはしっかりやっていただきたいと思います。 

 それから、先ほど掛け持ちパートのことは議論されていないような話がありましたけれ

ども、雇用保険とか、そういったところの課題があるわけです。そこのところもどこかの

場で、是非、議論していただきたいと思います。 

○厚生労働省（森實調査官） 掛け持ちパートにつきましては、今回のパートの研究会の

中では特段出てこなかったということでありまして、御質問にあったように、雇用保険の

受給についてどうするのか、適用についてどうするのかという議論は、これもまた別の部

会で恐縮ですが、雇用保険部会ではこの何年か課題としてはずっと挙げられているところ

でございます。 

 ただ、これも非常に難しい点もございまして、今、20 時間以上働く人は雇用保険の適用

対象になっていますけれども、20 時間未満の人をすべて企業に届け出させるのかとか、掛

け持ちでやっている人をどうやって把握するのか、といった問題ですとか、雇用保険は失

業が保険事故になりますけれども、２つ掛け持ちしていて、１つが失業状態になったとき

に、この人を失業状態と見なして雇用保険の失業給付という形で支給するのか、そういっ

たかなり難しい問題というのはございまして、そこで議論は引き続いて行われているとい

う状況でございます。 
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○鹿嶋会長 ほかに、御意見等はございますか。 

○畠中委員 １点、質問も含めてですけれど、正規労働者と非正規労働者の問題は我々も

かなり前に取り上げて議論しましたけれども、一つは賃金ですね。ものすごい格差がある。

同一労働同一賃金にすべきだということで確か意見を言った記憶がありますけれども、私

もそのとおりだと思います。ただ、民間の企業の人に聞いてみると、「畠中さん、それは無

理ですよ」と言うのですね。どうしてですかと言うと、要するに正規の人はかなり無理な

残業もお願いできる、かなり条件の悪いところにもお願いして行ってもらうことができる、

非正規の人にはなかなかそういうことができない、そういうことを含めて考えると、賃金

に格差があるのは、当然だとは言わないけれども、やむを得ないのではないですかという

ことを言われるんです。こういう問題はどう考えたらいいのかちょっと疑問に思って、教

えていただければと思います。 

○厚生労働省（森實調査官） 非常に難しいところでございまして、確かに「同一価値労

働同一賃金」という言葉はよく使われますけれども、何をもって同一価値と見なすか。一

言、業務命令を出せば転勤しますとか、長期の出向に行きますとか、今回の震災対応でし

たら、東北地方にしばらく行きますとか、一言言ったら行く人と、そうじゃありませんと

いう人との間で、賃金が同じでいいのかというところは確かにございます。それは、一律

にこうですというのは非常に難しいのではないかと思っています。企業によって、非正規

の人に任せている仕事の範囲、責任度合いはまちまちでございますので、そういった点も

加味して、一律に価値について示すということはなかなか難しいというところは感じてお

ります。 

 ただ、それにしても、今の格差を見るとそれ以上の差はあるのではないかという声も一

方ではあるかと思います。そちらの方はそういったことも踏まえながら、では、どのぐら

いの差が適正なのかということについては、労使の話し合いという部分が非常に大事にな

ってくるのではないかと思いますけれども、なかなかそれもそれで難しい部分はあるかと

思っています。 

○畠中委員 どうもありがとうございました。 

○鹿嶋会長 基本計画には、同一価値労働同一賃金については「法整備も含めて検討する」

と入れたのです。なかなか難しいと思うのは、厚生労働省の方は、ILO100 号条約を批准

するときに、日本の労基法４条がその趣旨をすでに読み込んでいるということで議論しな

かったのです。ただ、男女同一賃金の原則をうたった労基法４条というのは何かというと、

同一価値労働同一賃金ではないのです。同一労働同一賃金です。両者は似て非なるものが

ある。同一労働同一賃金というのは、極端なことを言えば、実現はたやすい。同じ仕事を

していれば、男女格差なしに同じ賃金を払うというのは当然ですから。しかし第 3 次男女

共同参画基本計画に入っているのは、同一価値の労働、すなわち同一にとどまらず、同等

の労働も視野に入れることです。そして ILO100 号条約というのも、同一価値労働同一賃

金の話なのです。ですから、ILO の条約勧告適用委員会の方では、日本のそういう態度に



 31

対して極めて不満を持ち、これまでにも見解を申し立ててきているわけです。同一価値労

働同一賃金についてきちっと言及しなさいと。 

 では、同一価値労働同一賃金とは何かというと、例えばカナダのペイ・エクイティ法を

見ると、きちんと技能とか責任ということで何条件か決めて議論しているわけです。ここ

で間違っては困るのは、それは遂行能力ではないのですね。「同一価値の労働とは何か」と

いうのが前提の議論なのです。はっきり言えば職務給の問題であって、職能給ではないん

です。くどいようですが、労働者の能力うんぬんではないのです。こういう仕事だと、こ

ういう条件で、こういう価値があるんだということで、例えば看護師と建築労働者という

異なる職務の内容評価の議論をキチッとやるわけです。アメリカのコンパラブル・ワース

なども同じようなことをやるわけですが、残念ながら日本はそこまでの議論を行っていな

い。 

 ということで、日本でのこの議論は、個人的にはあまり矮小化してほしくないと思って

います。パート労働者の処遇は正規労働者とのバランスから決定するというパート労働法

に基づく基準は厚生労働省は持っていますが、それでこの問題が解決するとは思わない。

同一価値労働同一賃金については、今日突然聞いても難しいと思うのですが、ある程度し

っかりした議論が必要になると思っています。難しいのはよくわかるし、賃金形態も違う

し、内部市場という日本独自の賃金体系もあります。その意味で職種横断的な同一価値労

働同一賃金という考え方を体系付けるのは非常に難しいのですけれども、いずれにしても

「法整備も含めて検討する」と基本計画に入りましたので、これからの課題と思っていま

す。労基法４条で読み込まれているという説明だけでは、ちょっと説明がつかないのでは

ないかという感じがするのですけれども。 

○厚生労働省（森實調査官） 100 号条約の関係でも指摘を受けているというのはそのと

おりでございまして、カナダなどでは、きちんと職務給で比較する基準ができているとい

うことも承知しているところでございますけれども、外国におきましては、大体職務が決

まっていて、いったんその職務で入ればずっとその仕事ばかりをするということが前提で

入っている。日本の場合は、営業で何年いたら次は人事部に行くかもしれない、海外勤務

させられて、戻ってきたらまた出向させられ、といった人事ルートで、それも本人の希望

ではなく会社から言われるというような人材活用の仕組みをとっている。そこで完全に職

務給、営業だったら幾ら、次に人事部に異動させるから次はあなたの給料は下げます、人

事部の仕事はこのランクですから、ということが、今の日本の会社の人材活用の方法の中

でできるかどうか。それがふさわしいような人材活用をしているところも、恐らく以前よ

りは増えてきているのだと思います。そういったところはそういったやり方をした方が公

正に判断できるというところはありますけれども、全部が全部それでできるのか。日本の

企業の人材活用をかなりガラッと変えるということにもつながりかねないということです。 

 パートの研究会の方でも、「職務評価の在り方」は非常に議論になりまして、人材活用の

方法が、パートと正社員で同一かどうかというところで見るべきではないか、職務ではな
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かなか見づらいというような御意見もあり、いや、職務だけで見られる部分もあるのでは

ないかという御意見もあり、そこは、日本の賃金制度が職務給だけではなく、属人的な部

分とか、年功とか、能力がどのぐらいか、経験年数とか、いろんな要素を入れてでき上が

っている非常に複雑な賃金体系になっています。それを、外国のようにバサッと職務給と

いう形で一律やれるのかというところが、非常に難しい点かと思っております。そのまま

輸入はできないだろうと思っています。 

○鹿嶋会長 大変難しいテーマをありがとうございます。 

○岡本委員 幾つか質問したことに対してまだお答えいただいていないのですが、時間が

もうありませんので、自分で調べられるものは調べようかなと思いましたけれども、１点

だけ質問します。雇用機会均等法の基本方針が 2011 年度末までの考え方を示しているわ

けですね。最初、基本方針を議論してから法改正をするかどうかという議論をしていった

ということから言いますと、スケジュール的に、法律はあっても基本方針というものが

2011 年度末で終わってもいいものなのか、その辺のスケジュールはわかりますか。その関

係がよくわからなかったものですから、教えていただきたいのです。 

○厚生労働省（森實調査官） 基本方針は、今年度いっぱいということで制定しているも

のですが、その後のスケジュールについては今のところ未定でございます。必ずしも、法

律の関係と何かリンクさせるという段取りでやっているものでもございません。 

○鹿嶋会長 御説明ありがとうございました。 

 課題を深堀りするとなると、なかなか時間内で終わらせるのは難しいので、先ほど申し

上げましたが、事前質問、あるいは事後の御意見等も、事務局は大変でしょうが、積極的

に出していただいて、我々の専門調査会の議論を活性化していきたいと思っております。 

 本日の議題については、これで終了いたします。次回のことを含めて、事務局からお願

いします。 

○江原補佐 本日は、大変遅くまで御審議をいただき、ありがとうございました。 

 議事要旨につきましては、いつものとおり、会長に御確認いただきまして、議事録につ

きましては、本日御出席の委員の確認、会長の確認を得た後で公表させていただきたいと

思います。 

 次回の監視専門調査会の日時・場所については、10 月 20 日（木）の午前 10 時から 12

時の２時間、この永田町合同庁舎共用第１会議室で開催する予定でございます。 

 更に先の予定につきましては、先日、メールで委員の皆様にお知らせさせていただいて

おりますけれども、次々回は 12 月２日（金）の午後３時から５時半という形で、場所は

まだ決まっておりませんが予定しております。 

 今、会長からもお話がございましたように、関係府省ヒアリング等が続きますので、予

定の時間を過ぎることもあり得ることを、委員の皆さんにはお知らせしておりますけれど

も、御了承いただければと思います。 

 連絡事項は以上でございます。 
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○鹿嶋会長 それでは、これで第５回の監視専門調査会を終了いたします。どうもありが

とうございました。 


